
1 はじめに 

日本の公的年金制度は賦課方式で運営されている．

賦課方式の年金制度の下では，年金の原資はその時点

の現役層が支払う保険料となる．そのため，少子高齢

化によって保険料負担の増加と年金給付の減少が年々

続いている．保険料額と年金額が度々変更されること

により，保険料の生涯負担と年金の生涯給付との比率

に違いが生じ，世代間格差の原因になっている．また，

少子高齢化によって財政収支が悪化しており，財政的

持続可能性にも問題が生じつつある．2004 年には，日

本政府が公的年金制度の持続可能性を高めるため，公

的年金制度の見直し改革を行った 1)． 

世界的な人口の高齢化により，年金財政はほとんど

の先進国における問題となっている．人口高齢化問題

の下で年金制度の持続可能性を検証するため，シミュ

レーションによる分析研究が数多く行われている．

Boldrin ら 2)は，ヨーロッパ諸国の GDP に対する年金

支出の割合を計算するシミュレーションを行った．

Viehweger と Jagalski は 3)，システムダイナミクスモデ

ルを用いて，2002 年に改革したドイツの公的老年社会

保障プログラムの分析を行っている．彼らのシミュレ

ーション結果では，人口構造変化と年金財政などのマ

クロ的な影響に注目した．また，Kapteyn ら 4)と Fehr

ら 5)のシミュレーションでは，定年時の意思決定と年

金財政との相互作用に注目した分析している．日本の

公的年金制度について，Hirata ら 6)の行ったシミュレ

ーションでは，個人の保険料支払いと給付の合計を推

定することにより，公的年金制度に分析を行った． 

 ここで、３つの日本の年金制度に関するマイクロシ

ミュレーションモデルを示す．一つ目は，稲垣 7-9)
 の

提案した世帯情報解析モデル (INAHSIM)である．

INAHSIM モデルでは，日本人口の約 1/1000 となる

128,000 エージェントが存在するシミュレーションを

実行している．二つ目は，白石 10)
 の提案したダイナ

ミックマイクロシミュレーション技法を年金分析に応

用したモデル(PENMOD)である．PENMOD モデルでは，

日本人口の 1/50000 スケールのエージェントが存在し，

シミュレーションを行っている．三つ目は，陳・村田
11)らによる CAMMOD である．彼らのシミュレーショ

ンでは，日本人口の 1/10000 スケールのエージェント

が存在している．また，村田・蟻川 12)らは I/O メモリ

マップファイルを用いて，日本人口の 1/1000 サイズの

エージェントが存在するシミュレーションを行ってい

る．本稿では，CAMMOD により，日本人口の 1/10000

サイズのエージェントが存在するシミュレーションを

行う． 

 さらに、年金に関するシミュレーションとして、村

上・谷田 13)らは，公的年金制度に対する国民の不信感

を広がることに着目し，マルチエージェントシミュレ

ーションモデルにより，不信感が年金財政に大きな影

響を与えることを示した． 

 本研究では，現行の年金制度において，世帯構造と

世帯類型別の年金所得の将来推計を行う．このような

世帯構造や世帯類型の変化を考察するためには，個々

の市民の婚姻状況や就業状況をシミュレートする必要

がある．そのような個々の市民の状況を把握するため

には，エージェントシミュレーションがもっとも適し

ている． 

日本社会保障制度の多くは，平均的な世帯をモデル

ケースとして想定し，制度の説明がなされることが多

い．しかし，産業構造の大転換，少子高齢化，婚姻態

度の進展など，経済社会や人口構造のめまぐるしい変

化により，市民の置かれる状況はますます多様化して

いる．先行研究 14)では，政府が想定している世帯モデ

ルケースが，もはや日本社会における世帯を代表して

いないことを指摘している．伝統的な日本社会の世帯

分類では次のような 2 種類の世帯が想定されている．

一つは，夫が正社員の世帯である．もう一つは，夫が

自営業者の世帯である．夫が正社員の世帯では，夫が

一つの会社に終身雇用され，妻はパートタイム労働者

あるいは専業主婦である．このような世帯では，夫の

定年後，夫の年金を生活費としている．夫が自営業者

の世帯では，夫が家業を行い，妻は家族労働者として

手伝う．自営業者には具体的な定年年齢がないため，
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子供に家業を引き継いだ後も，年金を受領するととも

に子供をサポートしながら，収入を得て生活している．

このような 2 種類の世帯がモデルケースとして仮定さ

れ，多くの制度が設計されている．しかし，社会にお

いて，結婚や離婚，職業選択が多様化することにより，

日本の社会構造や経済状況が変化している．晩婚化や

離婚率の増加，非正規雇用の増加である．したがって，

伝統的なモデルケースを用いた制度の理解は数多くの

世帯にとって現実的でないことがわかる．本研究では，

これらの現状に基づいて，平均的な世帯モデルケース

を想定するだけではなく，多様な世帯への影響を観察

できるようなエージェントシミュレーションにより，

年金制度の検証を行う． 

エージェントシミュレーションを行うことにより，

社会保障制度や税制政策などの分野において，個人に

与える影響の検討が可能になる．例えば，ライフサイ

クルモデル 15)に基づいたシミュレーションにより，新

たな税金政策が市民の収入格差を拡大する可能性があ

ることがわかった． 

本研究では，CAMMODモデルにおけるシミュレー

ションにより，公的年金制度の所得代替率の変化につ

いて検討を行う．現行の公的年金制度において，世帯

構造，世帯類型，就業状況，賃金構造の変化が，将来

受け取る年金額に与える影響を検討するため，各世帯

の所得代替率，すなわち受領する年金額の，現役世代

の平均収入に対する割合の変化を示す． 

2 日本の年金制度 

日本の年金制度は公的年金と私的年金に大別されて

いる．その概要を４階建ての構造として Fig. 1 に示す．

１階部分は 20-59 歳の国民が加入する国民年金である．

２階部分は会社員が加入する厚生年金， 公務員などが

加入する共済年金である．この１・２階部分が公的年

金である．公的年金は老齢年金，通老年金，障害年金

と遺族年金に分かれている(本研究では老齢年金のみ

を取り扱う)．３階部分は公的年金の上乗せ制度として

企業が独自に実施する企業年金，４階部分は個人が任

意で加入する個人年金である．この３・４階部分が私

的年金である．本研究では，私的年金に関して検討を

行わない．また，シミュレーションモデルを簡単にす

るため，基礎年金と厚生年金に着目する(共済年金は厚

生年金とほぼ同じ性質の制度であるため，本研究中で

厚生年金の一部としてみなす)． 

国民年金では加入者を次の３つのカテゴリーに分け

ている．一つ目は，20-59歳の自営業者・農業者とその

家族，学生，無職の人などで構成され，第1号被保険者

と呼ぶ．彼らの保険料は本人または保険料連帯納付義

務者である世帯主・配偶者のいずれかが納める（2009

年の保険料は月額14,660円，2014年の保険料は月額

15,250円）．二つ目は，民間会社員や公務員など厚生

年金，共済の加入者で構成され，第2号被保険者と呼ぶ．

彼らの保険料は毎月の給与（標準報酬月額）と賞与（標

準賞与額）に共通の保険料率（2005年の保険料率は

15.704%）をかけて計算され，そして，事業主は毎月

の給料及び賞与から被保険者負担分の保険料を差し引

いて，事業主負担分の保険料(被保険者保険料の半分)

と併せて納める．三つ目は，厚生年金，共済組合に加

入している第2号被保険者に扶養されている20-59歳の

配偶者を指し，第3号被保険者と呼ぶ．彼らの保険料は，

配偶者が加入している厚生年金や共済組合が一括して

負担するので，個別に納める必要がない．年金給付に

ついて，制度の第一段階で基礎年金の支払い回数に応

じて，資格を満たすすべての加入者が基礎年金を受け

取れる．一方，制度の第２段階として，第2号被保険者

は支払い保険料の比率に基づいて年金を給付される． 

3 シミュレーションモデル 

本研究では，基本的に陳・村田 11)によって提案され

たCAMMODモデルを用いる．モデルの概要図をFig. 2

に示す．このモデルでは，人口統計部分と財政計算の

部分が二つある．人口統計の部分では，各年齢人口と

年金受給者の統計データにより，人口を予測し，最終

的に年金財政計算に反映している．財政計算の部分で

は，年金財政の計算を行う．各エージェントは，出生

率に応じて生成され，年齢，性別，賃金記録，保険支

払い記録，保険給付記録などのパラメータを持ってい

る．また，エージェントの死亡は，毎年の生存率によ

って決定する．エージェントが 20 歳に達した後，年齢
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別，性別の就業率に基づいて仕事を始め，そして，仕

事をしているエージェントは，その年，その年齢，性

別の平均賃金から生成された賃金を得る．また，仕事

をしているエージェントは，加入保険の種類とその年

の賃金に基づいて，保険料の支払いを行う．最後に，

65 歳から死亡までの間，自分の支払った保険料の記録

から計算された額の年金を給付される． 

3.1 人口について 

 シミュレーションにおける人口変動を実現するた

め，本研究では，2006 年 12 月に国立社会保障・人口

問題研究所（NIPSSR）が公表した人口推計 16)を使用す

る．NIPSSR による人口予測には，様々なシナリオが

あるが，将来の出生数として，中位シナリオのデータ

を用い，2005 年国勢調査による年齢別生存率を，全シ

ミュレーション期間において採用する．また，厚生労

働省が発表した第 20 回生命表 17)に基づいて，エージ

ェントの死亡率を決定する．ある年の生き残り人口を

次年度の人口と見なすことにより，人口の経年変化を

実現する．しかし，人口の変動原因として，移民によ

る変動も考えられるが，日本では移民を認めていない

ため，本研究では，人口の変動を出生と死亡のみで表

現する． 

3.2 保険種類加入者について 

前述したように，日本に住む国民は，３種類の保険

区分のいずれかに属している．第一段階の国民保険の

みを受領する第 1 号被保険者，第一段階の国民年金と

第二段階の厚生年金を受領する第 2 号被保険者，配偶

者が保険料を負担して，第一段階の国民保険を受領す

る第 3 号被保険者である．市民は，就業状況により，

これらの区分を移動する．例えば，学生は 20 歳になっ

た時から国民年金に加入し，第 1 号被保険者として保

険料を支払う．就職後，第 2 号被保険者に移行し，第

2 号被保険者として保険料を支払う．もし第 2 号被保

険者と結婚し，就業をしない場合，第 3 号被保険者に

なる．このような保険区分の変更は人口変動，雇用構

造，社会的，経済的条件などに密接に関連する．各区

分加入者数を計算する方法を以下に示す． 

Step 1：3.1 で述べた方法を用いて，ある年の特定世

代の総人口を計算する． 

Step 2：性別・年齢別の労働状況統計データ 18)を用

いて，総人口に対する労働者人口を計算する． 

Step 3：2004 年に行われた年金制度再評価 1)に基づ

いて，労働者に対する第 2 号被保険者数を計算する． 

Step 4：2004 年に行われた公的年金の現状調査 19)に

基づいて，推定した第 2 号被保険者数に対する第 3 号

被保険者数の比率を用いて，第 2 号被保険者に対する

第 3 号被保険者数を計算する． 

Step 5：第 2 号被保険者と第 3 号被保険者以外は第 1

号被保険者とする． 

各保険区分の被保険者は，世代・性別ごとに確率的
にエージェントに保険区分を割り当てる． 

3.3 年金財政について 

毎年の給付金や掛け金などを推定するには，その年

賃金上昇率，物価指数上昇率，投資収益率などの経済

前提指標を仮定することが必要である．本シミュレー

ションでは，短期間と長期間との二つのタイプを想定

している．短期間の適用期間は 2009 年‐2015 年と設

定するため，内閣府が 2009 年 1 月 20)に発表した「今

後 10 年のための長期財政政策と経済財政の見通し」の

基準推定に基づいて，短期間の指標を作っている．そ

れに対して，長期間の適用期間は 2016 年以降とする．

この長期間には，下位シナリオ，中位シナリオ，高位

シナリオという三つのシナリオがあるが，今回のシミ

ュレーションでは経済成長基礎の中位シナリオ（名目

賃金上昇率 2.5％，投資収益率 4.1％）を使用する． 

3.4 個人賃金と就業について 

 エージェントの個人賃金では，年齢別賃金構造率と

その年の平均賃金分布にしたがって，すべての労働者

の賃金を決定する．また，シミュレーションの開始時

点から，賃金上昇率により各年度の平均賃金を変化さ

せる．賃金構造率とは，平均賃金に対する賃金の変化

率である．今回使用する賃金構造率では，厚生労働省

が発表した日本の賃金構造基本統計調査 21)に基づいて

推定する．なお，賃金構造は本来緩やかに変化するが，

本シミュレーションにおいて一定であると設定する．

特定の個人がある年齢で労働者である確率は年齢別雇

用率によって決定する．今回使用する年齢別雇用率は，

総務省の国勢調査 13)の男女別年齢別雇用率により推定

する． 

3.5 結婚行動について 

 エージェントの結婚行動では，男女別年齢別未婚者

に対する結婚率にしたがって，毎年の結婚人口を決定

する．決定した結婚人口の中に，職業別結婚率，夫婦

年齢差などを考慮した上で，結婚行動を行う．また，

結婚率は，毎年変化するが，本シミュレーションでは，

2005－2010 年の間は実際の毎年の結婚率を使用し，

2011 年以降は，2010 年の結婚率を用いる．結婚率は，

国立社会保障・人口問題研究所を発表された年齢別未

婚者に対する初婚率 22)に基づいて決定する（20 歳から

69 歳，および 70 歳以上，5 歳区切り）．職業別結婚率

は，総務省が発表した平成 19 年就業構造基本調査 23)

に基づいて，第 1 号被保険者の自営業者と第 2 号被保

険者の会社員との結婚において使用する． 

4 シミュレーション実験 
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4.1 人口推移 

まず，2005 年から 2013 年の日本の総人口の実際の

統計データ（now-total）の推移と，2005 年から 2119

年の総人口のシミュレーション結果（total）の推移，

また第１号被保険者，第２号被保険者，第３号被保険

者それぞれの実際の統計データ（nowc1，nowc2，

nowc3）の推移とシミュレーション結果（cate1，cate2， 

cate3）の推移を Fig. 3 に示す．図の縦軸は人口を表し，

横軸は年の推移を示している．Fig. 3 からわかるよう

に，日本の総人口の実データは，2005 年～2007 年の間

で総人口がわずかに増加しているが，2007 年～2010

年の間，１億 2800 万人前後とほぼ横ばいで推移した．

その後，人口は減少し，減少率は徐々に大きくなった．

これは，少子化高齢化の影響で日本が人口減少に転じ，

日本が人口減少時代に突入したことを示している．一

方，シミュレーションでは，2004 年に発表された 2005

年から総人口が減少する予測を使用しているため，総

人口は 2005 年から時間の進むと共に減少した．図に示

すように，シミュレーション結果から，2065 年頃に人

口は半減し，2120 年に現在の人口の 1／4 となること

がわかる． 

Fig. 3 に示すように，各区分の被保険者人数も人口
減少と共に減少することがわかる．なお，実際の統計
データの第１号被保険者人数は 2008 年頃に急激に減
少している．これは，リーマンショックを受けたため，
就業率を下がり，第２号被保険者数が一時的に下がっ
たためである．しかし，シミュレーションでは，リー
マンショックのような事態を想定していないため，突
発的な減少と回復は再現されていない． 

4.2 所得代替率 

2005 年～2119 年の受給者保険別の平均所得代替率

の推移を Fig. 4 に示す．図の縦軸は所得代替率を表し，

横軸は年の推移を表す．Fig. 4 に示すように，各保険

区分別受給者の平均所得代替率は時間の経過と共に，

段々低くなっていることがわかる．少子化高齢化の影

響をうけ，2005 年～2045 年までに第２号被保険者の受

給者の平均所得代替率が大幅に下がっていることがわ

かる．その後，さらに平均所得代替率が徐々に下がり，

2119 年では 20％以下になっている．また，第１号被保

険者の受給者と第３号被保険者の受給者は同じように

基礎年金しかもらわないが，第１号被保険者が保険料

を支払わない事例があるため，Fig. 4 に示すように，

第１号被保険者の平均所得代替率は第３号被保険者の

平均所得代替率より低いことがわかる． 

Fig. 5 に，総受給者に対する各保険別の受給者人口

率を示す．図の縦軸は総受給者に対する受給者人口率

を表し，横軸は年の推移を表す．Fig. 5 からわかるよ

うに，第２号被保険者の受給者人口率が高くなってい

る．2045 年頃に人口率はピークとなり，その後，徐々

に下がっていく．第１号被保険者の受給者人口率は

2015 年頃に一番多く占めたが，年の推移と共に徐々減

少していくことがわかる．これに対して，第３号被保

険者の受給者人口率は最初に下がっていたが，2025 年

後に人口率が段々増えていくことがわかる． 

4.3 結婚人口 

結婚状態人口の推移の結果を Fig. 6 に示す．Fig. 3

と同様に，縦軸は世帯数を表し，横軸は年の推移を示

している．図中の“m” と“f”はそれぞれ男性と女

性を示す．また，“1”，“2”，“3”はそれぞれ第１

号被保険者，第２号被保険者，第３号被保険者を示す．

Fig. 6 に示すように，m2‐f2 の世帯が一番が多く，最

初に上昇する傾向が少しあったが，結果的に他の結婚

 

Fig. 3: 総人口の推移と各種類の保険者推移 

 

Fig. 4: 平均所得代替率の推移 

 

Fig. 5: 受給者人口率の推移 
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状態の世帯と同じように，年の経過と共に徐々に減少

していくことがわかる． 

4.4 所得代替率と世帯婚姻状態 

Fig. 7と Fig. 8はそれぞれ 2014年と 2040年の平均所

得代替率と受給者の世帯婚姻状態別の割合との関係を

示す．Fig. 9 と Fig. 10 はそれぞれ 2014 年と 2040 年の

受給者の世帯婚姻状態別の割合を示す．Fig. 6 と同様

に，“m”と“f”はそれぞれ男性と女性を意味する．

“1”，“2”，“3”はそれぞれ第１号被保険者，第２

号被保険者，第３号被保険者を意味する． 

Fig. 7 と Fig. 8 からわかるように，2014 年と比較す

ると，2040 年には，ほとんどの世帯種別で平均所得代

替率は低くなっているが，第１号被保険者の受給者一

人世帯の平均所得代替率がほぼ変化していないことが

わかる．また，2040 年に第２号被保険者の受給者を含

む世帯の平均所得代替率がかなり低くなっている．そ

の中で一人世帯 m2，f2 の平均所得代替率はそれぞれ

13.6%と 16.1%下がり，家族世帯 m2-f2，m2-f3 の平均

所得代替率はそれぞれ 21.4%と 16.1%下がっているこ

とがわかる．また，家族世帯 m3-f2 の平均所得代替率

はあまり変化がなかった． 

Fig. 9 と Fig. 10 に示すように，世帯婚姻状態別の割

合が大きく変動している．特に，2014 年では，m3-f2

と m1-f1 の割合が大きかったが，2040 年では，この二

種類の世帯の割合とも小さくなっている．一方，m2-f2

と m2-f3 の割合が 2014 年より 2040 年に大きな割合を

占めていることがわかる．また，第１号被保険者の受

給者と第２号被保険者の受給者の男性一人世帯の割合

が大きくなっている．それに対して，第１号被保険者

の受給者と第２号被保険者の受給者の女性一人世帯の

割合が小さくなっている． 

5 おわりに 

本研究では，CAMMOD モデルにおけるシミュレー

ションにより，公的年金制度における所得代替率の変

化を検討した．現行の公的年金制度における人口推移

 

Fig. 6: 結婚状態世帯数の推移 

 

Fig. 7: 平均所得代替率と世帯婚姻状態 (2014) 

 

Fig. 8: 平均所得代替率と世帯婚姻状態 (2040) 

 

Fig. 9: 世帯婚姻状態の割合 (2014) 

 

Fig. 10: 世帯婚姻状態の割合 (2040) 
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と就業状態変動を提携すると共に，保険料および年金

の算定の前提となる賃金構造などを用い，2005年-2120

年の期間のシミュレーションにより保険区分別受給者

の所得代替率の変化を示した．各保険区分別受給者の

所得代替率は人口変動につれ，少子化高齢化の影響を

受けて，全体的に大きく下がっていることがわかった．

エージェントの婚姻行動を導入したことにより，世帯

婚姻状態の構造が大きく変動することにより，各世帯

別の所得代替率も変動することがわかった． 

今後，世帯関係をもっと現実的にシミュレートでき
るように，離婚行動をモデルに組み込むことができる．
また，各都道府県別の世帯関係状態と所得代替率を細
かく示すため，各都道府県の統計データにより，同じ
モデルを用いて，都道府県別のシミュレーションを行
う予定である． 
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